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（３） 大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張
【あるべき姿とその実現に向けた方向性】 
不確実性の高い社会を豊かな知識基盤を活用することで乗り切るため、今後、全ての大学が同一のあるべ

き姿を目指すのではなく、個々の強みを伸ばし、各大学にふさわしいミッションを明確化することで、多様
な大学群の形成を目指す。これにより、人々は大学が提供する教育研究の内容や環境などの付加価値そのも
ので大学を選択することが可能となり、大学が、多様な価値観に基づく個人の自己実現を後押しし、人々の
人生や生活を豊かにするとともに、時代の変化や組織・個人のニーズに合わせて人材が自由に流動すること
で、大学発の新たな社会変革を次々と起こしていく。同時に、多様化する大学の中で、世界と伍する研究大
学のより一層の成長が促進され、卓越した研究力の強化の実現を目指す。 
このため、特に国立大学については、その独自性とポテンシャルをより発揮できる環境を実現するため、

運営費交付金を配分する国との関係を中心に置いたガバナンスから、国だけでなく、学生や卒業生、研究
者、産業界、地域をはじめとする多くのステークホルダーに対する説明と結果責任を果たすようなガバナン
スへと大胆に転換し、大学が国のパートナーとして自らの裁量を拡大し、社会と常に対話を行う環境を実現
する。これにより、国や地域の知の基盤としての高度な教育研究のみならず、自らが持つ知的資産を最大限
に活用した新たな価値創造サービスを担うなどの機能の拡張を図る。
その際、世界と伍する研究大学と地方創生のハブになる大学 137では、そのミッションの違いから、関係

するステークホルダーや財政構造、国との関係や最適な経営システムも必然的に相違している。特に前者で
は、強靱なガバナンス体制を実現するための大胆な大学改革が行われ、世界レベルの研究環境や給与水準を
実現するための民間資金の大幅な拡大、新たに創設する大学ファンドによる支援、大学の自主的な基金の充
実などによって、堅固な財政基盤の形成を図る。 
他方、地方創生のハブを担うべき大学では、地域産業を支える社会人の受入れの拡大、最新の知識・技術

の活用や異分野との人材のマッチングによるイノベーションの創出、地域産業における生産性向上の支援、
若手研究者が経験を積むことができるポストの確保・環境整備といった取組を進め、これにより、地域や企
業から投資を呼び込み、地域と大学の発展につなげるエコシステムの形成を図る。また、複数の国公私立大
学や研究所で連携するような活動を進める。 
国立研究開発法人については、それぞれのミッション・特性に応じてその責務を果たすとともに、外部機

関との積極的な連携・協力により、民間資金や寄附金なども含め多様な財源を確保し、財政基盤を強化しつ
つ、研究開発成果の最大化を着実に実施する。 

【目標】 
・ 多様で個性的な大学群が、個人の自己実現を後押しし、人々の人生や生活を豊かにするとともに、卓越

した研究力を含めた知識基盤が、新たな社会変革を牽引する。

【科学技術・イノベーション政策において目指す主要な数値目標】（主要指標） 
・ 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額：2025 年度までに、対 2018 年

度比で約 7 割増加（再掲）
・ 国立大学法人の寄附金収入増加率：2021 年度から 2025 年度までに、年平均５％の増加

137 人口減少や雇用創出、デジタル人材の育成など地方の課題解決をリードする大学。 
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【現状データ】（参考指標） 
・ 国立大学法人の2007年度～2022年度の寄附金収入増加率の年平均：1.4％ 
・ 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究の受入額：1,069億円（2021年度） 
・ 主要大学における2005年度～2022年度の経常支出の成長率（病院経費除く）：東京大学（2.3%）、京都

大学（1.9%）、大阪大学（2.1％）、東北大学（1.3％）、参考：スタンフォード大学（6.1%） 
 

① 国立大学法人の真の経営体への転換 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

〇第４期中期目標期間に向けて、規制に
よる事前管理型から、事後チェック型
を基本思想とし、社会変革の駆動力と
して成長し続ける戦略的な組織とし
て真の経営体に転換すべく、中期目標
の在り方の見直しを行う。また、国に
よる法人評価について、毎年度の年度
評価を廃止し、原則として 6 年間を通
じた業務実績を評価するよう制度の
見直しを行う。あわせて、各国立大学
法人が公表する「国立大学法人ガバナ
ンス・コード 138」への適合状況等の報
告について確認を行い、各国立大学法
人が大学経営の状況や意思決定の仕
組みについて透明性を確保し、関係者
への説明責任を果たすようにする。
【文】 

・第 212 回国会において「国立大学法人
法の一部を改正する法律」が成立した
ことを受け、国立大学法人ガバナン
ス・コードの改訂に関する検討を開
始。 

・「国立大学法人法の一部を改正する法
律」が成立したことを受け、国立大学
法人ガバナンス・コードを 2024 年度
中に改訂することを目指す。【文】 

 
② 戦略的経営を支援する規制緩和 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇学長選考会議への学長の関与の排除
や学長選考会議の持つ牽制機能の明
確化を図るとともに、国立大学法人の
学生定員の変更や組織の再編手続の
簡素化、優秀な留学生の確保のための
定員管理や授業料設定の弾力化を、第
４期中期目標期間より実施する。【文】 

・「未来を創造する若者の留学促進イニ
シアティブ 第二次提言」を受け、国
立大学法人は、当該法人が設置する大
学等における外国人留学生の受入れ
のための環境の整備その他の事情を
考慮して特に必要があると認めると
きは、標準額に関わらず、外国人留学
生の授業料等を設定できることとす
る旨の省令改正を公布・施行。 

・省令改正の内容を周知するとともに、
留学生の定員管理の柔軟化について
は引き続き検討。【文】 

〇2025 年度までに、大学への寄附税制
に係る優遇措置を拡大し、大学の自主
財源の拡大を促進する。【科技、文】   

・2024 年度税制改正の大綱を受け、国
立大学法人等への個人寄附の税額控
除の対象を拡大する告示改正を検討
中。 

・告示改正後に改正内容の周知・広報に
よって制度の活用を促進。【文】 

〇第４期中期目標期間に向けて、多様な
ステークホルダーの目線からも理解
しやすいよう国立大学法人会計基準
を見直すとともに、国立大学法人が自
ら獲得した多様な財源を戦略的に積
み立てる仕組みの創設や、次期中期目
標期間に繰り越しができるよう目的
積立金の見直しを行う。【文】 

・「世界と伍する研究大学の在り方につ
いて」において、中期目標期間を超え
る繰越承認の手続を簡素化し、長期に
わたって運用可能な制度を設けるこ
とが必要とされたことを踏まえ、国立
大学法人会計基準の改正を公布。 

・改正後の国立大学法人会計基準の適
用に向け、実務的な内容を検討。【文】 

 
138 国立大学法人が経営の透明性を高め、教育・研究・社会貢献機能を強化し、社会の変化に応じた役割を果たし続けていくために、自らの経
営を律しつつ、その機能を更なる高みへと進めるための基本原則となる規範。 
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〇第４期中期目標期間に向けて、国立大
学による債券発行の対象事業及び償
還期間の更なる拡大・延長や償還財源
の多様化、公的研究費の間接経費の使
途の柔軟化（中長期積立・設備更新へ
の活用等）に向けた検討を進めるな
ど、安定的な財務運営を可能とする。
【科技、文】 

・第 212 回国会において成立した「国立
大学法人法の一部を改正する法律」に
より、2024 年４月１日より長期借入
金の借入れや債券の発行が可能とな
る費用の範囲が拡大。 

・制度改正の内容について周知を図る。
【文】 

〇大学関係者、産業界及び政府による
「大学支援フォーラムＰＥＡＫＳ」に
おいて、大学における経営課題や解決
策等について具体的に議論し、イノベ
ーションの創出につながる好事例の
水平展開、規制緩和等の検討、大学経
営層の育成を進めるとともに、政府は
現場からの規制緩和等の提案につい
て迅速に検討し、必要な政策を実行す
る。【科技、文、経】 

・日本型大学成長モデルの具体化及び
それを支える大学経営人材の確保・育
成に関わる実証事業を通じて構築し
た日本型大学成長モデルを、ＰＥＡＫ
Ｓ全体会合等を通じて参画大学に共
有し、水平展開を図った。 

・実証事業を通じて構築したノウハウ
集等を活用し、引き続き水平展開を図
る。【科技、文、経】 

 
③ 10兆円規模の大学ファンドの創設 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇我が国の大学の国際競争力の低下や
財政基盤の脆弱化といった現状を打
破し、イノベーション・エコシステム
の中核となるべき大学が、社会ニーズ
に合った人材の輩出、世界レベルの研
究成果の創出、社会変革を先導する大
学発スタートアップの創出といった
役割をより一層果たしていくため、こ
れまでにない手法により世界レベル
の研究基盤の構築のための大胆な投
資を実行する。具体的には、10 兆円規
模のファンドを早期に実現し、その運
用益を活用することにより、世界に比
肩するレベルの研究開発を行う大学
の共用施設やデータ連携基盤の整備、
若手人材育成等を長期かつ安定的に
支援することで、我が国のイノベーシ
ョン・エコシステムを構築する 139。本
ファンドへの参画にあたっては、自律
した経営、責任あるガバナンスなど、
大学改革へのコミットやファンドへ
の資金拠出を求めるとともに、関連す
る既存事業の見直しを図る。また、将
来的には参画大学が自らの資金で基
金を運用することを目指す観点から、
外部資金獲得増加や、その一部を基金
へ積み立てる等の仕組みを導入する。
【科技、文】 

・国際卓越研究大学について、10 大学
から申請を受け付け、2023 年４月か
ら有識者会議において大学側との丁
寧な対話や研究現場の視察を通じて
審査を実施。８月末に有識者会議にお
いて、初回の公募における国際卓越研
究大学の認定候補として東北大学を
選定。 

 
 

 
・大学ファンドについて、2023 年３月
末に運用元本が 10 兆円規模に到達。
ＪＳＴにおいて長期的な観点から適
切なリスク管理を行いつつ効率的に
大学ファンドを運用中。 

・第 212 回国会において成立した「国立
大学法人法の一部を改正する法律」に
より、法人の大きな運営方針を決議
し、決議した内容に基づいて法人運営
が行われているかどうかを監督する
ための合議体である運営方針会議の
設置が可能となった。 

 

・東北大学に対し有識者会議が付した
条件等について引き続き状況を確認
し、科学技術・学術審議会、総合科学
技術・イノベーション会議の意見聴取
を行い、2024 年度中に文部科学大臣
が認定・認可の可否を判断する。認定・
認可となった場合、2024 年度中の支
援開始を目指す。また、次回の公募は、
大学ファンドの運用状況等を勘案し、
2024 年度中の開始を予定。（再掲）【科
技、文】 

・リスク管理を徹底するなど、ＪＳＴに
おいて引き続き適切に大学ファンド
を運用する。（再掲）【科技、文】 

 
 
・運営方針会議の設置に係る制度改正
が施行される 2024 年 10 月１日に向
け、制度の周知を図る。【文】 

 

 
139 世界の主要大学のファンドは、ハーバード大（約 4.5 兆円）、イェール大（約 3.3 兆円）、スタンフォード大（約 3.1 兆円）など米国大学合
計（約 65 兆円）。その他、ケンブリッジ大（約 1.0 兆円）、オックスフォード大（約 8,200 億円）。 
※各大学は 2019 年数値、米国大学合計は 2017 年数値（いずれも最新値） 
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④ 大学の基盤を支える公的資金とガバナンスの多様化 
基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 

〇2021 年度における国立大学法人運営
費交付金の配分について、研究や教育
等の成果指標に基づく配分について
その規模を拡大し、よりメリハリのあ
る配分とする。また、第４期中期目標
期間に向けて、ワールドクラスの研究
大学や地方創生のハブとなる大学と
いった大学ごとのミッションも踏ま
えつつ、共通の成果指標について e-
CSTI 等も活用し更に客観的・定量的
なものとなるよう厳選して見直すな
ど、新たな国立大学法人運営費交付金
の配分ルールを導入して、毎年度評価
しメリハリある配分を実施する。【文】 

・第４期中期目標期間開始にあたり、国
立大学法人運営費交付金「成果を中心
とする実績状況に基づく配分」におい
て評価を行うグループ分けを大学の
規模や組織体制の観点から見直すこ
とにより、より公正な競争環境を整備
するとともに、アウトカム重視の指標
への見直しを実施。 

・第４期中期目標期間において、引き続
き、「成果を中心とする実績状況に基
づく配分」を活用して、毎年度評価し
メリハリある配分を着実に実施。【文】 

〇国立大学について、戦略的経営を実現
する学長の選考方法や執行をチェッ
クする仕組み、非国家公務員型の給与
体系による世界トップクラスの研究
者を招へいできる給与・評価制度の導
入、学生定員や授業料の自律的な管
理・決定、戦略的経営を促す新たな財
務・会計システム、固有の国の管理・
評価の仕組みの導入など、ワールドク
ラスの研究大学を実現するための新
たな法的枠組みを 2021 年度中に検討
し、結論を得る。【科技、文】 

・国際卓越研究大学への 10 大学からの
申請について、有識者会議において大
学側との対話や現場視察を通じて審
査を実施。初回の公募における国際卓
越研究大学の認定候補として東北大
学を選定。 

 
 
 
 
 
・第 212 回国会において成立した「国立
大学法人法の一部を改正する法律」に
より、法人の大きな運営方針を決議
し、決議に基づいて法人運営が行われ
ているかを監督する合議体である運
営方針会議の設置が可能となった。 

・東北大学に対し有識者会議が付した
条件等について引き続き状況を確認
し、科学技術・学術審議会、総合科学
技術・イノベーション会議の意見聴取
を行い、2024 年度中に文部科学大臣
が認定・認可の可否を判断する。認定・
認可となった場合、2024 年度中の支
援開始を目指す。また、次回の公募は、
大学ファンドの運用状況等を勘案し、
2024 年度中の開始を予定。（再掲）【科
技、文】 

・運営方針会議の設置に係る制度改正
が施行される 2024 年 10 月１日に向
け、制度の周知を図る。（再掲）【文】 

〇国立大学法人の戦略的経営を支える
上で欠かせない職員について、高度な
専門スキルや能力に応じた専門職を
配置するなど、公務員準拠や年功序列
によらない給与制度を導入するため、
国は、国立大学法人職員の給与水準の
検証の在り方について検討する。ま
た、国立大学法人は、こうした経営を
支える職員のキャリア形成や専門性
の強化等を進める上で、他大学のみな
らず、国や企業等との対等な人事交流
や大学マネジメントのデジタル化を
積極的に進める。【科技、文】 

・2021 年以降に実施した各国立大学法
人の職員の給与の水準に対する検証
では、国家公務員給与よりも高いかど
うかという観点から、給与水準設定の
考え方、その合理性及び妥当性の説明
から適切な対応が執られているかと
いう観点により行うこととした。 

・2022 年度より開始している第４期中 
期目標期間の中期目標大綱にデジタ 
ル・キャンパスの推進を記載し、全て 
の国立大学法人において、デジタル・ 
キャンパスの推進に関する中期目標 
を設定。 

・引き続き、各国立大学法人による給与
水準設定の考え方、その合理性及び妥
当性の説明から適切な対応が執られ
ているかという観点で検証を行って
いく。【文】 

 
 

・2026 年に、デジタル・キャンパスの推
進も含めた国立大学法人の業務の実
績等について国立大学法人評価委員
会による４年目終了時評価を行う。
【文】 

〇国立大学法人等（国立大学法人、大学
共同利用機関法人及び国立高等専門
学校を指す。以下同じ。）の施設につ
いては、キャンパス全体が有機的に連
携し、あらゆる分野、あらゆる場面で、
あらゆるプレーヤーが共創できる拠
点「イノベーション・コモンズ 140」の
実現を目指す。こうした視点も盛り込

・「第５次国立大学法人等施設整備５か
年計画」に基づき、2021 年度から、各
国立大学法人等が実施する「イノベー
ション・コモンズ」の実現に向けた施
設整備を着実に推進中。また、「国立
大学法人等の施設整備の推進に関す
る調査研究協力者会議」において、Ｄ
Ｘ・ＧＸ等の成長分野やグローバル化

・国立大学法人等が、地域、産業界等多
様なステークホルダーと共に、共創拠
点（イノベーション・コモンズ）化を
推進するため、成長分野、人材育成、
グローバル化等への対応の視点も生
かしつつ、引き続き、施設・キャンパ
ス整備の企画段階を含め、教育研究活
動等のソフトと施設整備のハードが

 
140 イノベーション・コモンズとは、教育、研究、産学連携、地域連携など様々な分野・場面において、学生、研究者、産業界、自治体など
様々なプレーヤーが対面やオンラインを通じ自由に集い、交流し、共創することで、新たな価値を創造できるキャンパスのこと。 
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んで国が国立大学法人等の全体の施
設整備計画を策定し、継続的な支援を
行うとともに、国立大学法人等が自ら
行う戦略的な施設整備や施設マネジ
メント等も通じて、計画的・重点的な
施設整備を進める。【文】 

等に対応した環境整備について取組
のポイントや推進方策、事例を検討
し、2023 年 10 月に「我が国の未来の
成長を見据えた『イノベーション・コ
モンズ（共創拠点）』の更なる展開に
向けて」を取りまとめ、公表。これら
の取組の情報発信を国立大学法人等
や産業界等に向けて実施。さらに、「イ
ノベーション・コモンズ」の実現に資
する官民連携手法であるコンセッシ
ョン事業を検討する大学支援事業と
して、２件を採択。 

一体となった取組への支援を行うと
ともに、取組による効果・成果の可視
化や情報発信の強化、大学等への伴走
支援等を行う。さらに、次期「国立大
学法人等施設整備５か年計画」の策定
に向けて、有識者会議を開催し検討を
行う。【文】 

○私立大学については、建学の精神及び
私学の特色を生かした質の高い教育
研究等に取り組むことができるよう、
私学助成等について、国は一層のメリ
ハリのある配分を行う。【文】 

・私立大学等経常費補助金において、ア
ウトカム指標を含む教育の質に係る
客観的指標等を通じたメリハリある
資金配分により、教育の質の向上を促
進。また、2023 年度予算において、人
口減少・少子高齢化の進行や社会経済
のグローバル化を背景に、「Society 
5.0」の実現や地方創生の推進等、我が
国が取り組む課題を踏まえ、自らの特
色を生かして改革に取り組む大学等
を重点的に支援。 

・引き続き、私立大学等経常費補助金に
おいて、アウトカム指標を含む教育の
質に係る客観的指標等を通じたメリ
ハリある資金配分により、教育の質の
向上を促進。また、人口減少・少子高
齢化の進行や社会経済のグローバル
化を背景に、「Society 5.0」の実現や地
方創生の推進等、我が国が取り組む課
題を踏まえ、自らの特色を生かして改
革に取り組む大学等を重点的に支援。
【文】 

〇大学の投資対象としての価値向上や
学内リソースの効果的な配分のため、
大学が持つ研究シーズや人材などの
リソースを可視化する大学ＩＲ
（Institutional Research）システムの
導入を、「大学支援フォーラムＰＥＡ
ＫＳ」等の活動を通じて推進し、企業
のニーズとのマッチングや戦略的な
大学経営基盤の構築を進める。【科技、
文】 

・日本型大学成長モデルの具体化及び
それを支える大学経営人材の確保・育
成に関わる実証事業を通じて構築し
た日本型大学成長モデルを、ＰＥＡＫ
Ｓ全体会合等を通じて参画大学に共
有し、水平展開を図った。 

・実証事業を通じて構築したノウハウ
集等を活用し、引き続き水平展開を図
る。（再掲）【科技、文、経】 

○大学の研究力強化を図るため、2021
年度から、文部科学省における組織・
体制の見直し・強化を進め、第６期基
本計画期間中を通じて、国公私立大学
の研究人材、資金、環境等に係る施策
を戦略的かつ総合的に推進する。【文】 

・「地域中核・特色ある研究大学総合振
興パッケージ」の着実な推進ととも
に、2024 年２月には新たな政府予算
案の反映や対象事業の追加、参考事例
の修正を行う等、同パッケージを改
定。 

・2022 年度第二次補正予算により創設
した基金において、「地域中核・特色
ある研究大学強化促進事業（Ｊ－ＰＥ
ＡＫＳ）」で 12 大学を採択したほか、
「地域中核・特色ある研究大学の連携
による産学官連携・共同研究の施設整
備事業」で 30 大学を採択。 

・2020 年度から開始した「共創の場形
成支援プログラム」において、6 拠点
の採択を行うなど支援を実施。 

 
・2023 年度に創設した「学際領域展開
ハブ形成プログラム」について、8 件
の取組を採択し、組織・分野の枠を超
えた新たな学際研究領域のネットワ
ーク形成を促進。 

・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環の強化
および新たな基礎科学領域の創出の
ため、2023 年度に新規で１拠点を採
択。ノウハウの横展開や世界水準の待

・引き続き、「地域中核・特色ある研究大
学総合振興パッケージ」を着実に推進
することで、多様な大学が、成長の駆
動力としてグローバル課題の解決や
社会変革を牽引することを促す。【科
技】 

・「地域中核・特色ある研究大学強化促
進事業（Ｊ－ＰＥＡＫＳ）」の公募を
2024 年度も行い、強みや特色を伸ば
す大学の戦略的経営を後押し。【文】 

 
 

 
・「共創の場形成支援プログラム」にお
いて、産学官連携拠点の形成や連携推
進、地域の課題解決に貢献する大学へ
の支援に取り組む。【文】 

・「学際領域展開ハブ形成プログラム」
について、2024 年度も新規採択を行
い、新たな学際研究領域のネットワー
ク形成の取組を拡大。（再掲）【文】 

 
・ＷＰＩにおいて、国際頭脳循環のハブ
となる拠点形成の計画的・継続的な推
進やブランド力の強化等により、国内
外から若手研究者やトップレベル研
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遇・研究環境等の実現により、世界の
優秀な人材を惹きつける国際頭脳循
環のハブ拠点形成を推進。 

・2023 年度に大学研究力強化委員会を
計４回開催し、「多様な研究大学群の
形成」に向けて、大学の強みや特色を
伸ばし、研究力や地域の中核としての
機能を強化する上で必要な取組や支
援策の議論を実施。 

究者等を呼び込むことができる魅力
ある研究拠点と国際研究ネットワー
クを構築。（再掲）【文】 

・引き続き、大学研究力強化委員会での
議論を、我が国全体の大学の研究力の
強化に活用。【文】 

・大学の研究力向上に向けて、大学の研
究環境・マネジメント改革に係る取組
の現状把握や成功事例の要因分析、取
組の可視化を科学技術・学術審議会学
術分科会や大学研究力強化委員会等
での議論も踏まえ進めるとともに、大
学の研究力強化のための取組への支
援について検討を進める。【文】 

 
⑤ 国立研究開発法人の機能・財政基盤の強化 

基本計画における具体的な取組 実施状況・現状分析 今後の取組方針 
〇国は、国立研究開発法人がその責務を
果たし、研究開発成果の最大化に向け
て、効果的かつ効率的に業務運営・マ
ネジメントを行えるよう、各法人等の
意見も踏まえつつ、運用事項の改善に
努める。また、国立研究開発法人が、
民間企業との共同研究の推進等、財政
基盤の強化に取り組めるよう必要な
取組を推進する。さらに、特定国立研
究開発法人は、世界最高水準の研究開
発成果を創出し、イノベーションシス
テムを強力に駆動する中核機関とし
ての役割を果たす。【科技、関係府省】 

・国研の機能強化に向けて、柔軟な人
事・給与の仕組みによる多様な人材の
確保、各法人の連携・協力による研究
マネジメント人材等の育成、研究成果
の知的財産の適切な管理、健全な研究
推進の前提となる研究セキュリティ・
インテグリティの確保について取り
まとめ。 

・特例随意契約制度対象法人の拡大に
向けて、先行導入法人に取組状況等の
フォローアップ調査を実施。 

・国立研究開発法人イノベーション戦
略会議を開催し、優秀で多様な人材の
確保・育成、流動性の課題等について
のディスカッション等を実施。 

・民間資金獲得額に応じて、研究者グル
ープへインセンティブを配分する制
度を 2023 年度に制定。 

・国研における柔軟な人事・給与による
多様な人材の確保、各法人の連携・協
力による研究マネジメント人材等の
育成、知的財産の適切な管理、健全な
研究推進の前提となる研究セキュリ
ティ・インテグリティの取組につい
て、関係府省・法人と連携して取り組
む。【科技、関係府省】 

・各法人の意見も踏まえつつ、特例随意
契約制度の対象法人の拡大等を検討。
【科技、関係府省】 

・国研が中核となるイノベーション・エ
コシステムの構築に向けた調査等を
実施。【科技】 

 
・産総研において、民間資金獲得の推進
に向けて、研究者グループへのインセ
ンティブ配分制度を運用。【経】 

・国立環境研究所において、データ活用
の基盤強化に取り組む。【環】 
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